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令和４年度空家等対策事業の方針について

【住民にとって】・快適な住環境が提供されている・空家等の管理に関する心理的安全性が確保されている・空家等が少ないことにより、地域の活力があり生活に魅力のある町となっている・空家等を移住者等が活用することにより、地域活力が増加し、魅力ある街となっている。【移住者・起業家にとって】・良質な空家等がストックされており、自身の希望にあう物件が容易に見つけられる・空家等を活用した新たな生活（移住、起業）がしやすい環境がある【町にとって】・空家等の全体像が把握できており、時流に沿った施策検討ができる素地がある・人口動態に合わせた住宅総量のコントロールができ、大きな問題が生じづらい体制が構築されている

めざす姿【住民にとって】・空家等があり景観が悪い・今後空き家が増えていくことで地域活力が低下することが不安・空き家が近くにあると防犯、防災面で不安（台風で吹き飛ばれそうな瓦）（変な人が住み着くんじゃないか）・空き家から木の枝や草が伸びてきていて迷惑・人口が減ることで自治会活動など従来の活動が維持できない・新しい人に入ってきてもらいたい気持ちはあるが、変な人だといや【移住者・起業家にとって】・町内のどこにどんな空家等があるかわからない・使いたい空き家がない・空家等の周辺環境が望むものなのかわからない・空き家がちゃんと使えるか、瑕疵がないか不安・地域住民に受け入れられるか不安・空き家を活用した生活や事業がうまくいくか不安【町にとって】・空家等の現状や全体像が分からないので適切な施策が講じられない・空家等の施策の達成目的がないので、その場その場の対応になっている・ミニ開発が相次ぎ、住宅総量の人口動態によらない増加（望まない開発）

現状・課題
対応策【適正管理】・空家等の管理方法の提供周知や管理しないリスクの啓発・緊急対応の必要性のある空家等の強制力を持った対応体制の整備、 窓口の設置【地域（商店街含）】・空家等の利用に関する地域の受入態勢の構築・空家等の利活用による地域メリット（デメリット保険を含）の啓発・利用者との橋渡しの実施・空家等の利活用を前向きに受け取る風土の形成【利用者】・「知りたい」空家等情報の提供・改修補助、起業補助、移住補助などの金銭的な支援・地域との橋渡しの実施・地域情報の発信・生活、事業サポート体制の整備【所有者・物件】・メリット（デメリット保険を含）を伴った空家等の提供依頼、掘り起こし・インスペクション実施済を含めた「良質な」空家の増加・昭和５６年以前の旧耐震物件の段階的な減少・耐震補強誘導・流通（売買、賃貸）等に関する相談窓口の設置【全体】・空家等の現状の把握（実態調査）・立地適正化等による開発の抑制（誘導）・達成目的の設定（空家等対策計画の見直し）

【資料４】

〇 空家等対策事業の究極的な目的は「地域の活力の向上」であり、そのための手段として発生抑制策である「住宅総量のコントロール」、

地域活力の維持のための「空家等の利活用」、環境（防災・防犯含）施策の「（特定）空家等の適正管理」が位置づけられている。

〇 令和４年度に中間見直しを実施する予定の「愛荘町空家等対策計画」は、上記目的を達成するための総合計画であり、事業戦略である。

そのため、意義付けや達成目標等の適切な設定が必要になる。（目標を達成したとき、ありたい姿となっている（近づいている））
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分野分野分野分野 事業方針事業方針事業方針事業方針 事業詳細（案）事業詳細（案）事業詳細（案）事業詳細（案） 担当課担当課担当課担当課

適
正
管
理

空家等の管理方法の提供周知、

リスクの啓発

＊＊＊＊P6 参考①参照参考①参照参考①参照参考①参照

・シルバー人材センター等との協力（ふるさと納税を活用した事業を含む）、協業、協定
＊例：空き家の管理業務

建
設

・
下

水
道

課

・所有者向け啓発チラシ等の作成、送付

・建築士等による空家等の調査

緊急対応の必要性のある

空家等の強制力を持った

対応体制の整備、窓口の設置

＊＊＊＊P7 参考②参照参考②参照参考②参照参考②参照

・条例による窓口の設置、対応体制の整備

・特定空家等（おそれも含）に関する情報提供

・苦情陳情等の対応方針、方策の運用、策定

・相談窓口の周知

・緊急対応に関する基準の周知、実施事業者の調整、予算等の確保

地
域
（
商
店
街
含
）

空家等の利用に関する地域の

受入態勢の構築

・利活用、受入に関する地域の困りごと、心配事、ニーズの把握

み
ら
い
創

生
課

・受入体制構築を目指した地域との話し合い、協議、課題の解決

空家等の利活用による地域メリット

（デメリット保険を含）の啓発

・空家等の利活用が地域にもたらす好影響の事例広報物の作成、展開

・空家等の利活用が地域課題の解決に資するコンサルティングの実施

・デメリットの受け皿（不安解消）となる相談窓口の設置、事例集の作成、展開

利用者との橋渡しの実施

・利用者情報の提供等による地域不安の払しょく、

利用者への地域事情の提供による意識ギャップの抑制

・地域と利用者の橋渡し役（機関）の整備（例：空き家コンシェルジュ）

空家等の利活用を前向きに

受け取る風土の形成

・空家等の利活用が自分にとって「楽しい」「うれしい」「魅力」に

移るような広報物の作成、展開

・空家等が地域にあることによるデメリットを伝えらえる広報物の作成、展開

令和４年度空家等対策方針 個別事業（案） 【資料４】
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分野分野分野分野 事業方針事業方針事業方針事業方針 事業詳細（案）事業詳細（案）事業詳細（案）事業詳細（案） 担当課担当課担当課担当課

利
用
者

「知りたい」空家等情報の提供

・空家等情報のストーリー的な提供（例：米原市「恋する空き家プロジェクト」）

み
ら

い
創
生

課

・瑕疵情報、改修必要性、想定改修費用等の提供

・空き家を使うことのメリット、デメリットのとりまとめ、広報物の作成、展開

改修補助、起業補助、

移住補助などの金銭的な支援

・空家等の改修補助の継続、マイナーチェンジ

（利用しやすい形・国庫補助との整合性の確保）

・商工部局と連携した起業支援事業の展開

・移住と連携した補助の上乗せや補助事業の連携活用等の情報提供

（例：改修補助＋移住支援金）

地域との橋渡しの実施

・地域と利用者の橋渡し役（機関）の整備検討

（例：空き家コンシェルジュ）

・「わからない」ことによる不安点を解消する地域事情の提供による

意識ギャップの抑制

地域情報の発信

・移住ポータル等での各自治会、地域情報の発信

・移住コンシェルジュによる移住相談、地域ツアーの実施

生活、事業サポート体制の整備

・移住コンシェルジュによる生活相談

・起業家支援制度による支援（例：事業インキュベーションアドバイス）

（商工部局と連携）

【資料４】令和４年度空家等対策方針 個別事業（案）
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分野分野分野分野 事業方針事業方針事業方針事業方針 事業詳細（案）事業詳細（案）事業詳細（案）事業詳細（案） 担当課担当課担当課担当課

所
有
者
・
物
件

メリット（デメリット保険を含）を

伴った空家等の提供依頼・掘起こし

・固定資産税納税通知に空家等の利活用を推奨する啓発チラシを同封

み
ら
い
創
生

課

・空家等実態調査により判明した空き家所有者へのダイレクトアプローチ

（電話・郵送）

・空家等利活用事例集の作成、展開による興味喚起

・空家等を所有し続けるデメリットの啓発

「良質な」空家の増加

・改修個所や改修費用の想定ができるような体制づくりを実施

・荷物等処分補助金を継続し、生活空間等がイメージしやすい空家管理を実施

昭和５６年以前の旧耐震物件

の段階的な減少・耐震補強誘導

・耐震補強無料診断、耐震補強補助金の効果的な広報

建
設
・
下
水
道
課

・空家等情報登録制度活用条件に昭和５６年以前の物件における「耐震補強等」の

義務化等検討

・昭和５６年以前の物件を対象とした除却費用を補助する制度の創設検討

流通（売買、賃貸）等に関する

相談窓口の設置

・商工会と連携し、「空き家活用相談窓口」の設置（機能拡大）

み
ら
い
創
生
課

全
体

空家等の現状の把握（実態調査）

・全町域を対象とした空家等実態調査の実施

・定点観測を可能とするデータ整備、管理体制の整備

立地適正化等による開発の抑制

（誘導）

・都市計画マスタープラン、立地適正化計画等による居住区域の設定

グランドデザイン推進室
達成目標の設定

（空家等対策計画の見直し）

・空家等対策計画の中間見直しの実施 みらい創生課

【資料４】令和４年度空家等対策方針 個別事業（案）
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令和４年度空家等対策方針 個別事業（案） 【参考①】

・ シルバー人材センターによる空家等の適正管理を周知・紹介

・ 愛荘町特定空家等認定基準に基づく実態調査の実施

・ 空家等の所有者等向け啓発チラシ等の作成・送付

空家等の管理方法の提供周知やリスクの啓発
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令和４年度空家等対策方針 個別事業（案） 【参考②】

・ 空家等で困っている所有者等からの相談窓口の周知

・ 庁内関係部署感間での情報共有、連携の強化

・ 条例、規則に基づく令和４年度の対応について

空家等の適正管理に関する体制・対応の整備
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